
【 地域振興 】

持続可能な地域交通ネットワーク構築のための総合対策事業

（事業開始年度：令和２年度） －県－

事業の目的 ・ 県内地域間の幹線・広域的バス路線の維持をはじめ、地域内での移動手段の
概 要 確保対策を総合的に進め、地域交通ネットワークの再構築・最適化等の改善を

一体的に促進することで、安心して地域で暮らせる持続可能な地域交通ネット
ワークの構築を図る。

事業実施主体 市町村、交通事業者、団体等

対 象 事 業 等 １ オンデマンド交通システム導入支援
地域内交通の効率化を図るためにオンデマンド交通システムを導入する市

町村を支援する。

２ 既存輸送サービスの効率的活用に資する取組への支援
スクールバスや福祉輸送等の既存輸送サービスの効率的な活用に資する取

組や調査等を行う市町村を支援する。

３ 地域交通計画策定支援
地域交通に関する計画を策定する市町村を支援する。

４ コミュニティバス情報の見える化推進に係る支援
コミュニティバスの運行情報を Google マップ等の経路検索サービス上で

表示するための必要なデータ整備を行う市町村を支援する。

補 助 率 ２分の１以内

県 内 事 例 令和２年度のおもな実績は以下のとおり。

（都城市）
持続可能な公共交通ネットワークを確保するため、公共交通空白地を対象と

したデマンド型乗合タクシーを導入。

（串間市）
持続可能な公共交通ネットワークの形成を進めるため、地域公共交通計画を

策定。

（日之影町）
持続可能な公共交通ネットワークを確保するため、既存のコミュニティバス

において貨客混載の実証実験を実施。

県 主 管 課 名 総合政策部 総合交通課 電話番号 ２６－７０３７
（地域交通担当） 内線：３９１５
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【 地域振興 】

未来へ駆ける市町村地域づくり総合支援事業

（事業開始年度：令和２年度） － 県 －

事業の目的 ・ 市町村が地域または他の市町村と一体となって実施する地域の特性や優位性
概 要 を生かした取組を支援し、自立した持続可能な地域づくりを推進する。

事業実施主体 市町村

対象事業及び 未来へ駆ける市町村地域づくり総合支援事業補助金
補 助 率 等 （１）地域づくり助走支援（単年度）

地域づくり計画の策定、体制づくり、先進地視察等について支援。
補助上限額：ソフト事業150万円、ハード事業対象外
補助対象 ：全市町村
補助率 ：２／３以内（財政力指数に応じた調整係数を乗じる。）

（２）未来へつながる自走支援（最長３ヶ年度）
市町村の総合戦略を推進する地域づくりの取組について支援。
補助上限額：1,500万円（ソフト事業・ハード事業対象）
補助対象 ：全市町村
補助率 ：２／３以内（財政力指数に応じた調整係数を乗じる。）

（３）複数市町村並走支援（最長３ヶ年度）
２以上の市町村が連携して実施することが効果的な地域づくりについて
支援。
補助上限額：3,000万円（ソフト事業・ハード事業対象）
補助対象 ：全市町村
補助率 ：１／２以内（連携市町村のうち、中山間地域を含む市町村

との連携については２／３以内）

県 内 事 例 令和２年度 採択事業：４事業（助走支援１件、自走支援３件）

<助走> 諸塚村 新しい観光様式・くつろぎ空間「森居間」創造プロジェクト
<自走> 綾 町 みんなでつくる”綾町いき・いき・活き”プロジェクト事業

～地域活性化への再前進～
<自走> 小林市 持続可能な地域づくり自立促進型プロジェクト「すきむらづくり協議会」
<自走> 宮崎市 八重福ふく協議会「魅力アップ」展開事業

（参考）・平成２９年度～令和元年度（持続可能な地域づくり応援事業）
採択事業：１８事業
・平成２９年度～令和元年度（市町村間連携支援交付金）
採択事業：７事業

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３５
（地域総合調整担当） 内線：２２２２、２２２３
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【 地域振興 】

宮崎ひなた暮らし移住・定住促進事業
（移住・定住促進支援事業補助金）

（事業開始年度：平成２７年度） － 県 －

事業の目的 ・ 移住及び定住等の促進による地域の活性化を図るため、市町村の主体的な取
概 要 組を支援する。

事業実施主体 市町村

対 象 事 業 等 ① 都市部でのＰＲ・相談会開催事業
都市住民等と受入側の市町村との出会いの場として、都市部において開催

する移住等のＰＲ・相談会を開催する事業

② お試し滞在実施事業
移住等に関心のある都市住民等に、県内で生活してもらう体験滞在を実施

する事業

③ 空き家等情報バンク活動事業
空き家等の物件の情報を収集し、移住希望者へ物件を紹介する制度を実施

する事業

④ 移住サポーター等設置事業
移住者が地域に溶け込みやすい受け入れ体制づくりや、移住希望者に地域

の案内を行う移住サポーターを設置する事業

⑤ 交流会イベント等実施事業
同窓会や交流会イベントの実施を通じて、移住者や県外在住者が地域の関

わりを深める事業

補 助 率 全域が中山間地域である市町村（財政力指数０．４未満） ３分の２以内
その他の市町村 ２分の１以内

（補助限度額：１，０００千円（上記①、②、③の各事業の総額）、④、⑤に
ついては、それぞれ上限５００千円）

県 内 事 例 平成３０年度採択：宮崎市、都城市、延岡市、日南市、小林市、日向市、
西都市、えびの市、高原町、綾町、高鍋町、西米良村、
木城町、川南町、都農町、門川町、諸塚村、椎葉村、
美郷町、高千穂町、日之影町、五ヶ瀬町

令和元年度採択 ：宮崎市、都城市、延岡市、日南市、小林市、日向市、
串間市、西都市、えびの市、三股町、高原町、高鍋町、
西米良村、木城町、川南町、都農町、門川町、諸塚村、
椎葉村、美郷町、高千穂町、日之影町、五ヶ瀬町

令和２年度採択 ：宮崎市、都城市、延岡市、日南市、小林市、日向市、
串間市、西都市、えびの市、三股町、高原町、綾町、
高鍋町、木城町、川南町、都農町、門川町、諸塚村、
椎葉村、美郷町、高千穂町、日之影町

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７９２２
（移住・定住推進担当） 内線：２２２８
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【 地域振興 】

移住支援金事業

（事業開始年度：令和元年度） － 県 －

事業の目的 ・ 県内における移住・定住の促進及び地域における人材不足の解消を図るた
概 要 め、市町村が実施する移住支援金支給事業を支援する。

事業実施主体 市町村

対 象 事 業 等 一定の要件（県外に５年以上居住し、５年以上通勤している者等）に該当す
る全国から県内市町村への移住者のうち、以下に掲げる就業等を行う者に対
し、移住支援金（世帯１００万円、単身者６０万円）を支給する事業

① 県のマッチングサイト「ふるさと宮崎人材バンク」に移住支援金の対象と
して掲載された求人により就業した者

② プロフェッショナル人材事業又は先導的人材マッチング事業を利用して就
業した者

③ 自己の意思によりテレワークを行う者
④ 市町村が認める関係人口に該当する者
⑤ 地域課題解決型起業の交付決定を受けた者
⑥ 農林漁業や福祉等の人材確保支援策を活用して自営又は個人事業者に就業
する者

⑦ 市町村長が、地域コミュニティの維持に必要であると認めた起業者
⑧ 地域経済の活性化やコミュニティの維持に資する事業承継を行う者

補 助 率 補助額は定額
・ 単身での移住の場合 １件当たり４５万円
・ ２人以上の世帯での移住の場合 １件当たり７５万円

県 内 事 例 令和元年度採択：宮崎市、西都市、高原町、国富町、綾町、新富町、川南町

令和２年度採択：宮崎市、都城市、延岡市、日南市、小林市、西都市、
えびの市、三股町、高原町、国富町、高鍋町、新富町、
木城町、川南町、都農町、門川町、諸塚村、美郷町、
高千穂町、日之影町

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７９２２
（移住・定住推進担当） 内線：２２３９
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【 地域振興 】

移住者受入環境整備・情報発信強化事業
（移住者向け空き家利活用促進支援事業補助金）

（事業開始年度：令和３年度） － 県 －

事業の目的 ・ 空き家を活用した移住及び定住等の促進による地域の活性化を図るため、市
概 要 町村の主体的な取組を支援する。

事業実施主体 市町村

対 象 事 業 等 ① 個人の空き家改修等促進事業
空き家等情報バンクに登録されている個人の空き家改修や清掃等に対する

市町村補助を支援する事業

② 市町村空家等対策計画策定促進事業
市町村の空家等対策計画策定を支援する事業

③ 空き家サブリース及び廃校等遊休施設利活用促進事業
空家等対策計画策定済みの市町村がサブリースを実施するために行う空き

家の改修又は市町村が移住促進を目的として遊休施設等の改修に対して支援
する事業

※①事業については令和２年度から実施。

補 助 率 ① 全域が中山間地域である市町村（財政力指数０．４未満） ３分の２以内
その他の市町村 ２分の１以内
※ハード事業については、１戸あたり８００千円

② 補助対象経費の３分の２以内（補助限度額：２，０００千円）
③ 補助対象経費の３分の１以内

（補助上限額）１戸あたり１，５００千円（空き家サブリース）
１件あたり５，０００千円（廃校等遊休施設）

県 内 事 例 〈補助金〉令和２年度（移住者向け空き家利活用促進支援事業補助金）

令和２年度採択：小林市、日向市、三股町、高原町、西米良村、川南町、
門川町、高千穂町、日之影町、五ヶ瀬町

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７９２２
（移住・定住推進担当） 内線：２２２８
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【 地域振興 】

「宮崎ひなた生活圏づくり」地域課題解決支援事業

（事業開始年度：令和２年度） － 県 －

事業の目的 ・ 地域住民自らが主体となって、地域住民や地元事業体との話し合いの下に実
概 要 施する、人口減少抑制や生活に必要な機能やサービスの維持・確保に資する取

組を支援する。

事業実施主体 (1) 地域住民により構成される任意団体
(2) 公民館、自治会等の地縁的組織
(3) NPO法人、公益社団法人、一般社団法人
(4) 民間事業者
(5) その他知事が補助対象事業者として適当と認める団体

助 成 事 業 等 人口減少抑制や生活に必要な機能やサービスの維持・確保に資する、以下に
例示する事業で、補助金事業終了後も自立的・継続的な活動が見込まれるも
の。
(1) 人口減少の抑制
ア 移住・定住者に対する空き家、空き店舗等のあっせん
イ 移住者・定住者の世話役の配置
ウ 移住お試し住宅の運営

(2) 生活に必要な機能・サービスの維持確保
ア 高齢者等の交流拠点の設置
イ 移動支援・買い物支援
ウ 独居者への配食や見守り
エ 物流の確保
オ 燃料（ガソリン、灯油）の供給

補 助 率 等 １０／１０ （上限６，０００千円）
※ただし、採択初年度に交付する補助金は３，０００千円以内とする。

県 内 事 例 R２ 都城市：空き店舗等を改修し、地域の核となる交流拠点を整備。
椎葉村：空き屋を集落の交流拠点機能を備えたシェアハウス型のお試

し住宅に改修。
西都市：地域住民がボランティアにより、高齢者等の移動支援を行う

仕組みを整備。

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３６
（中山間・特定地域振興担当） 内線：２２２４
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【 地域振興 】

移住・定住・交流推進支援事業

（事業開始年度：平成２４年度） － （一財）地域活性化センター －

事業の目的 ・ (一財)地域活性化センターが、(一財)全国市町村振興協会の助成金等を財源
概 要 に、地方が都市住民等を受け入れる移住や定住の推進、交流人口の増加等につ

ながる地域交流の推進により、地域を活性化することを目的として、市町村
等、または NPO、ボランティア団体、各種協議会、商工会議所等が、自主的
・主体的に実施する移住・定住・交流を推進する事業に対する支援を行う。

事業実施主体 (1) 市町村

(2) 広域連合、一部事務組合及び地方自治法の規定に基づき設置された協議
会

対 象 事 業 等 １ 助成対象事業は、次の基準に適合するもの

(1) 助成対象団体、もしくは地域団体等が自主的・主体的に実施するもの
であること。なお、計画策定のみに係る事業については対象外とする。

(2) 助成終了後の事業展望が明確であり、持続性・発展性のある事業と認
められるものであること。

(3) 他に国の補助金の交付を受けていないこと。

２ 助成対象事業例 ※以下の例が助成対象となる全てではない

(1) 移住促進に向けて地域住民と協力して行う事業

(2) 都市等の他地域の住民との交流を促進する事業や定住促進を図る事業

(3) 古民家や空き家等を利活用し、移住・交流を推進する事業

(4) 移住希望者等の相談窓口の充実を図る事業

３ 助成対象経費

助成対象団体が実施する事業費、又は事業を実施する地域団体等に対して
助成対象団体が行う補助に要する経費

補 助 率 等 １ 助成率 １００％以下

２ 助成額上限 ２，０００千円

県 内 事 例 Ｈ２７ 宮崎市：空き屋バンクシステム構築及び相談員設置事業

Ｈ２９ 日向市：耳川流域・林業を核とした山の暮らしワークステイ事業

Ｈ３０ 川南町：川南町「食の空間」整備事業
椎葉村：秘境の移住・交流を創る

Ｒ元 川南町：ご当地パン「トロンパン」開発による交流人口増加事業

R２ 採択なし

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３５
（地域総合調整担当） 内線：２２２９
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【 地域振興 】

地域イベント助成事業（長寿社会づくりソフト事業）

（事業開始年度：昭和６１年度） － （一財）地域活性化センター －

事業の目的 ・ (一財)地域活性化センターが、(公財)地域社会振興財団の交付金を財源に、
概 要 地域社会の活性化及び宝くじの普及広報を図ることを目的として、地域で実施

されるイベント事業に対する支援を行う。

事業実施主体 市町村

対 象 事 業 等 １ コミュニティが主体となって行い、創意と工夫に富み、地域の活性化に貢
献すると思われるイベント。

２ 交付金の交付決定があった年度に完了する単年度事業とする。

３ 事業の全てを委託する事業は対象外とする。

４ 国又は地方公共団体の補助金を受けている事業は、対象外とする。

５ 民間企業等により制度的支援を受けている事業は、対象外とする。

６ 他団体と共催して実施する事業は対象外とする。

補 助 率 等 １ 助成率 １００％以内

２ 助成額上限 １，０００千円

県 内 事 例 Ｈ２６ 国富町：三名まつり

Ｈ２７ 高原町：霧島登山マラソン

Ｈ２８ 串間市：わくわくサイクリング inくしま２０１６
国富町：森竹まつり

Ｈ２９ 五ヶ瀬町：夕陽の里フェスタ in五ヶ瀬

Ｈ３０ 美郷町：百済の里づくり記念イベント
五ヶ瀬町：伝統文化｢神楽の祭典｣

Ｒ１ 串間市：本城イルミナイト 2019、Xmasイルミ 2019
五ヶ瀬町：五ヶ瀬祭り

Ｒ２ 採択なし

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３５
（地域総合調整担当） 内線：２２２９
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【 地域振興 】

地域活性化事業債

（事業開始年度：平成１４年度） － 総務省自治財政局地方債課 －

事業の目的 ・ 地域の経済循環の創造に資する事業、活力ある経済・生活圏の形成のための
概 要 連携中枢都市圏構想や定住自立権構想の推進に資する事業等地域の活性化のた

めの基盤整備事業を対象とする。

事業実施主体 県・市町村

対 象 事 業 等 (1) 地域経済循環の創造
自然、景観、文化、再生可能エネルギー、産品等の多様な地域資源、伝

統的地場産業、科学技術及び情報通信技術（ ICT）等を活用し、産業界、
大学等、地域金融機関、自治体（産学金官）の連携・協力関係を基に、自
立した力強い地域経済循環を創出するための基盤整備

(2) 人材力の活性化
地方への移住者・定住者、地場産業の後継者など、地域を支える人材の

育成及び確保を図るための施設の整備
(3) 地域の歴史文化資産の活用

個性的で誇りに満ちた地域社会の形成に資する地域主導による歴史文化
資産の保存・活用を図るための施設等の整備

(4) 一億総活躍社会の実現のためのいのちと生活を守る安心の確保
少子高齢化対策、地域の足の確保、集落の再編対策など、地域住民のい

のちと生活を守り安心を確保するために必要な基盤整備
(5) 連携中枢都市圏構想の推進

連携中枢都市圏形成に係る連携協約を締結し、又は連携中枢都市圏形成
方針を策定し、連携中枢都市圏ビジョンを策定した連携中枢都市及びその
連携市町村の当該ビジョンに明確に位置づけられている「圏域全体の経済
成長のけん引」、「高次の都市機能の集積・強化」及び｢圏域全体の生活関
連機能サービスの向上｣の取組に真に必要な施設の整備

(6) 定住自立圏構想の推進
定住自立圏形成協定を締結し、又は定住自立圏形成方針を策定し、定住

自立圏共生ビジョンを策定した中心市及びその周辺市町村の当該ビジョン
に明確に位置付けられている、「医療・福祉」、「公共交通」又は「産業
振興」に係る基幹的施設やネットワーク形成に資する施設等であって、圏
域全体の都市機能・生活機能等を確保するために真に必要なものの整備

(7) 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の推進
ホストタウンの事前合宿や協議会場として活用する既存の公共施設を、

各競技の国際競技連盟基準に適合させるために必要不可欠な改修事業
(8) 合併の円滑化

市町村の合併の特例に関する法律（平成１６年法律第５９号）の下で平
成２２年４月１日以降に合併した市町村等が行う事業であって、合併市町
村基本計画に基づき実施する合併の円滑化のために必要不可欠な庁舎等の
統合・改修等並びに電算システム及び防災行政無線等の統合整備。

財 政 措 置 ○地域活性化事業債の適用を協議（充当率：９０％）
※元利償還金の３０％に相当する額については、後年度、普通交付税の
基準財政需要額に算入

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３５
（地域総合調整担当） 内線：２２２９
総務部 市町村課 ２６－７８４６
（財政・地方債担当） 内線：２１５９

9



【 地域振興 】

地方創生アドバイザー事業

（事業開始年度：平成３年度） － （一財）地域活性化センター －

事業の目的 ・ (一財)地域活性化センターが、地域社会の活性化を図ることを目的として、
概 要 地方創生に向けて適切な助言を行う各分野の専門家(アドバイザー)を招聘し、

自主的、主体的、継続的に地域づくり活動に取り組む事業に対する支援を行
う。

事業実施主体 (1) 市町村
(2) 広域連合、一部事務組合又は地方自治法の規定に基づき設置された協議

会

助 成 事 業 等 地域活性化を推進するために実施する事業で、テーマに具体性があるもの。
アドバイザーを招聘し助言を受ける研修等、以下を例示とする。

(1) 地域の総合的な振興に関する事業

(2) 地域経済の振興に関する事業

(3) 地域文化の振興に関する事業

(4) 情報化対策に関する事業

(5) その他の事業

補 助 率 等 助成限度額は１件につき２０万円で、補助率は１００％以下とし、アドバイ
ザーを招聘するために要する経費として、以下を助成する。

(1)謝 金：アドバイザー１人１回につき１０万円を上限とする実費分
ただし、招聘する人数や招聘する回数は問わない。

(2)交通費：日当及びグリーン料金等を除く実費分

(3)宿泊費：アドバイザー１人１泊につき１３，３００円を上限とする実費分

県 内 事 例 Ｈ１８ 都城市：都城市市民公益活動推進計画の策定

Ｈ２０ 宮崎市：住民主体のまちづくりを展開するための地域課題の抽出方法
延岡市：市民と行政との協働によるまちづくりについて

Ｈ２２ 小林市：住民と行政との協働によるまちづくり
串間市：都井岬観光ガイド養成

Ｈ２３ 新富町：るぴーモール商店街等の活性化

Ｈ２４ 高原町：定住対策による地域活性化

Ｈ２９ 川南町：１％戦略・地元に人と仕事を取り戻す

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３５
（地域総合調整担当） 内線：２２２９
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【 地域振興 】

地方創生に向けて“がんばる地域”応援事業

（事業開始年度：平成２７年度） － （一財）地域活性化センター －

事業の目的 ・ (一財)地域活性化センターが、(一財)全国市町村振興協会の助成金等を財源
概 要 に、「地方創生」に向けて、市町村または地域団体等が自主的・主体的に実施

する自治体・地域・集落の消滅可能性の危機打開等に向けた事業に対して支援
を行う。

事業実施主体 (1) 市町村
(2) 広域連合、一部事務組合及び地方自治法の規定に基づき設置された協議

会

対 象 事 業 等 １ 助成対象事業
将来的な地域の消滅可能性危機を回避することを目的に、自治体や地域団

体等が住民と共に実施する事業とし、次の基準に適合するものとする。

(1) 助成対象団体、または地域団体等が自主的・主体的に実施するもの。
(2) 事業展望が明確であり、助成終了後も継続・発展して実施されるもの。
(3) 他に国の補助金の交付を受けていないこと。

２ 助成対象経費
助成対象団体が実施する事業費、または事業を実施する地域団体等に対して

助成対象団体が行う補助に要する経費。

補 助 率 等 １ 助成率
１００％以下

２ 助成額上限
ア 地域創生伴走型応援事業・・・１件につき１，５００千円
イ 地域経済循環分析事業・・・・１件につき２，０００千円
ウ 一般事業・・・・・・・・・・１件につき１，５００千円

県 内 事 例 令和３年度採択 高千穂町：観光マーケットを使った新たな農業振興モデル開
発事業

五ヶ瀬町：ＥＣＯでつながる地域づくり

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３５
（地域総合調整担当） 内線：２２２９
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【 地域振興 】

地域総合整備資金貸付事業
（ふるさと融資）

（事業開始年度：平成２年度） － (一財)地域総合整備財団(ふるさと財団） －

事 業 の 目 的 ・ 地域振興に資する民間事業活動を支援し、活力と魅力ある地域づくり活動を
概 要 推進するため、金融機関等と共同して、民間事業者等が行う設備投資に対して

無利子貸付を行う。

事 業 実 施 主 体 民間事業者等（法人に限る。）

対 象 事 業 等 １ 貸付対象事業
地域振興に資するあらゆる分野の民間事業で、以下の要件をすべて満たす

もの
○公益性、事業採算性等の観点から実施されること
○事業の営業開始に伴い、事業地域内において以下の新たな雇用の確保が
見込まれること
都道府県、指定都市から融資を受ける場合… 10人以上
市町村から融資を受ける場合…１人以上

○用地取得費を除いた貸付対象費用の総額が 1,000万円以上

２ 貸付条件

（注）①「複合施設」とは、対象事業が年度を越えて実施され、複数の施設が
一体的・複合的に整備されるものをいう。

②「限度比率」とは、借入総額に対する融資額の比率であり、貸付の
際には上限額と限度比率による額のいずれか低い額を限度額とする。

３ 貸付団体に対する財政支援措置
貸付のための資金調達には地方債の発行が認められ、この地方債の利子の

７５％が地方交付税措置される。

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３５
（地域総合調整担当） 内線：２２２９

施設区分 上限額（億円） 限度比率
通常施設 42
複合施設 63

地域再生計画 通常施設 52.5
地域力創造 複合施設 78.7

過疎地域 通常施設 54
みなし過 複合施設 81
疎地域 地域再生計画 通常施設 67.5

地域力創造 複合施設 101.2
通常施設 67.5
複合施設 101.2
通常施設 10.5
複合施設 15.7

地域再生計画 通常施設 13.1
地域力創造 複合施設 19.6

過疎地域 通常施設 13.5
みなし過 複合施設 20.2
疎地域 地域再生計画 通常施設 16.8

地域力創造 複合施設 25.3
通常施設 16.8
複合施設 25.3

貸付
主体

都
道
府
県

地域区分

通　常
地　域

一 般 の
地　   域

一 般 の
地　  域

定住自立圏・連携中枢都市圏

市
町
村

通　常
地　域

一 般 の
地　  域

35%

一 般 の
地　  域

45%

定住自立圏・連携中枢都市圏 45%

・貸付利率：無利子
・償還期間：５年以上１５年以内
　　　　　(５年以内の措置期間を含む。）

・償還方法：元金均等半年賦償還
・保証：民間金融機関の連帯保証
　　　　　が必要

45%

貸　　　　付　　　　限　　　　度　　　　額
貸付等条件

35%

45%
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【 地域振興 】

活力ある地域づくり助成事業（コミュニティ助成事業）

（事業開始年度：平成９年度） － （一財）自治総合センター －

事業の目的 ・ (一財)自治総合センターが、宝くじの社会貢献広報事業で、地域の活性化に
概 要 資するため、地域資源の活用や広域的な連携を目的として実施する特色あるソ

フト事業について支援する。

事業実施主体 (1) 市町村

(2) 広域連合、一部事務組合及び地方自治法の規定に基づき設置された協議
会、実行委員会等

対 象 事 業 １ 地域資源活用

地域の自然、文化、歴史、生活習慣等の特性を地域資源として発見し、積
極的な活用を図ることを目的として実施する。

２ 広域連携推進

複数の助成対象団体が共同して広域的な連携を目的として実施する。

補 助 額 助成額上限：２，０００千円

県 内 事 例 Ｈ２６ 小林市：「てなんど」～小林市地域資源発掘・発信プロジェクト～
西都市：平助地区商店街街路灯ＬＥＤ化事業

Ｈ２７ 都城市：都城市中央通り１２・３・４５番街イルミネーション事業
諸塚村：諸塚村協創の森づくり事業

Ｈ２８ えびの市：えびの”ゆしったまらん”百景プロジェクト事業

Ｈ２９ 宮崎市：青島ビタミンプロジェクト開催事業
美郷町：｢中小屋天文台｣施設を活用した地域の魅力創造・発信事業

Ｈ３０ 日之影町：日之影商店街街路灯ＬＥＤ化事業

R１ 木城町：日本酒プロジェクト PR事業

R ２ 採択なし

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３５
（地域総合調整担当） 内線：２２２９
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【 地域振興 】

シンポジウム助成事業

（事業開始年度：平成２２年度） － （一財）自治総合センター －

事業の目的 ・ (一財)自治総合センターが、シンポジウムの事業を実施する者に助成を行う
概 要 ことにより、活気に満ちた地域社会づくりの推進を図る。

事業実施主体 (1) 都道府県

(2) 市町村

対 象 事 業 等 １ 地方公共団体が企画するシンポジウム
パネルディスカッション（必須）、基調講演、事例発表、展示会等

２ 地域住民等広く一般の者が参加できるもの任意のテーマ

３ 国の補助金の交付を受けない事業
助成金の交付決定があった年度に完了するもの

４ 助成対象経費の具体例
・パネリスト等謝金（１，０００千円を上限）
・旅費交通費
・食糧費（レセプション・懇親会・反省会等経費は対象外）
・会場設営費、会場借上料
・ポスター、チラシ、プログラム、看板、横断幕等制作費
・広告費（新聞掲載費、掲示費等）
・保険料（催事保険料等）
・委託料（事業全般を一括して業者に委託する場合は対象外）

補 助 額 １事業につき３，０００千円を限度

県 内 事 例 Ｈ２７ 宮崎市：健康づくりシンポジウム
～もっと野菜を食べよう！地産地消で健康づくり～

Ｈ２８ 宮崎市：太陽と緑の大地ガーデンシティーみやざきを目指して

Ｈ２９ 宮崎市：Karada Good Miyazaki シンポジウム

Ｈ３０ 延岡市：祖母･傾･大崩ﾕﾈｽｺｴｺﾊﾟｰｸ登録１周年記念シンポジウム

Ｒ１ 小林市：第１回全国和牛サミット

R２ こども政策課：未来みやざき子育て県民運動１０周年事業
ファザーリング全国フォーラム in みやざき

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３５
（地域総合調整担当） 内線：２２２９
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【 地域振興 】

市町村地域づくり支援資金貸付事業

（事業開始年度：平成２５年度） － 県 －

事業の目的・ 防災・減災、行財政経営健全化、地域の活力創出など、市町村が当面する課
概 要 題の解決に取り組む事業及び県が毎年度示す重点施策に市町村が積極的に取り

組む事業に対して、無利子資金を貸し付け、重点的に支援を行う。

事 業 実 施 主 市町村（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項に規定す
る一部事務組合及び広域連合を含む。）

対 象 事 業 等 原則として、地方財政法第５条の規定に基づく経費であり、かつ地域づくり
支援資金以外の地方債の貸付を受けない次の１から４の区分に該当する事業
１ 防災・減災事業

２ 行財政経営健全化事業

３ 地域の活力創出事業

４ 県の重点施策を推進する事業

貸 付 条 件 １ 利 子 無利子

２ 貸付限度額 １件当たり原則１億円を上限

３ 償 還 期 間 １０年以内（据置なし）

４ 償 還 方 法 半年賦均等償還

５ 貸 付 日 原則３月３１日（緊急を要する場合には弾力的に対応）

６ 充 当 率 各団体の財政力指数に応じて以下のとおりとする。
区 分 貸付充当率

財政力指数が県内市町村平均を超える団体 ８０％
財政力指数が県内市町村平均以下で、県を ９０％
超える団体
財政力指数が県以下の団体 １００％

県 内 事 例 平成２５年度貸付実績 １１団体 １８件
平成２６年度貸付実績 １２団体 ２３件
平成２７年度貸付実績 １０団体 ２４件
平成２８年度貸付実績 １２団体 ２５件
平成２９年度貸付実績 ７団体 １７件
平成３０年度貸付実績 １１団体 ２３件
令和 元 年度貸付実績 ８団体 ２４件
令和 ２ 年度貸付実績 １２団体 ２３件

県主管課名 総務部 市町村課 電話番号 ２６－７０２２
（財政・地方債担当） 内線：２１５８
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【 地域振興 】

共生の地域づくり助成事業
（コミュニティ助成事業）

（事業開始年度：平成１２年度） － （一財）自治総合センター －

事業の目的 ・ 一般財団法人自治総合センターが、宝くじの社会貢献広報事業として、コミ

概 要 ュニティ活動に必要な備品や集会施設の整備、安全な地域づくりと共生のまち

づくり、地域文化への支援や地域の国際化の推進及び活力ある地域づくり等に

対して助成を行い、地域のコミュニティ活動の充実・強化を図ることにより、

地域社会の健全な発展と住民福祉の向上に寄与することを目的としている。

事業実施主体 市町村

対 象 事 業 等 地域の創意工夫により、地域の実情に応じて、子ども、女性、高齢者、障が

い者など全ての住民にやさしいまちづくりを進めるための先導的な設備等（建

築物、消耗品は除く）の整備に関する事業又はソフト事業。

助 成 額 ・ハード事業 １，０００万円が上限

・ソフト事業 ５００万円が上限

（いずれも１０万円未満切り捨て）

県 内 事 例 事業採択実績

平成２６年度 高千穂町（コミュニティセンターのバリアフリー化工事）

平成２７年度 高千穂町（公共施設のバリアフリー化工事）

平成２８年度 諸塚村（集会所の改修工事)

平成２９年度 延岡市（公共施設のバリアフリー化工事）

平成３０年度 五ヶ瀬町（バリアフリー対応車両の整備）

令和 元年度 高千穂町（コミュニティセンターのバリアフリー化工事）

令和 ２年度 高千穂町（コミュニティセンターのバリアフリー化工事）

県 主 管 課 名 総務部 市町村課 電話番号 ２６－７１１６

（行政担当） 内線：２１６４
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【 地域振興 】

一般コミュニティ助成事業
（コミュニティ助成事業）

（事業開始年度：昭和５３年度） － （一財）自治総合センター －

事業の目的 ・ 一般財団法人自治総合センターが、宝くじの社会貢献広報事業として、コミ
概 要 ュニティ活動に必要な備品や集会施設の整備、安全な地域づくりと共生のまち

づくり、地域文化への支援や地域の国際化の推進及び活力ある地域づくり等に
対して助成を行い、地域のコミュニティ活動の充実・強化を図ることにより、
地域社会の健全な発展と住民福祉の向上に寄与することを目的としている。

事業実施主体 (1) 市町村が認めるコミュニティ組織
(2) 市町村

対 象 事 業 等 住民が自主的に行うコミュニティ活動の促進を図り、地域の連帯感に基づく
自治意識を盛り上げることを目指すもので、コミュニティ活動に直接必要な設
備等（建築物、消耗品は除く）の整備に関する事業。

助 成 額 １００万円から２５０万円まで（１０万円未満切り捨て）

県 内 事 例 事業採択実績
平成２６年度 １９市町村 ３０団体
平成２７年度 １９市町村 ２７団体
平成２８年度 ２１市町村 ３５団体
平成２９年度 ２３市町村 ２９団体
平成３０年度 ２３市町村 ２４団体
令和 元年度 ２２市町村 ２４団体
令和 ２年度 ２３市町村 ３１団体（追加募集３団体含む）

例：公民館空調機の整備
屋外放送設備の整備
伝統衣装ほかコミュニティ活動備品の整備 など

県 主 管 課 名 総務部 市町村課 電話番号 ２６－７１１６
（行政担当） 内線：２１６４
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【 地域振興 】

コミュニティセンター助成事業
（コミュニティ助成事業）

（事業開始年度：昭和５５年度） － （一財）自治総合センター －

事業の目的 ・ 一般財団法人自治総合センターが、宝くじの社会貢献広報事業として、コミ
概 要 ュニティ活動に必要な備品や集会施設の整備、安全な地域づくりと共生のまち

づくり、地域文化への支援や地域の国際化の推進及び活力ある地域づくり等に
対して助成を行い、地域のコミュニティ活動の充実・強化を図ることにより、
地域社会の健全な発展と住民福祉の向上に寄与することを目的としている。

事業実施主体 (1) 市町村が認めるコミュニティ組織で、地方自治法に定める認可地縁団体
(2) 市町村

対 象 事 業 等 住民の行う自主的なコミュニティ活動を積極的に推進し、その健全な発展を
図るため、住民の需要の実態に応じた機能を有する集会施設（コミュニティセ
ンター、自治会集会所等）の建設又は大規模修繕、及びその施設に必要な備品
の整備に関する事業。

助 成 額 対象となる総事業費の５分の３以内に相当する額（１０万円未満切り捨て）
※ただし１，５００万円が上限

県 内 事 例 事業採択実績
平成２６年度 ３市町村 ３団体
平成２７年度 ３市町村 ３団体
平成２８年度 ４市町村 ４団体
平成２９年度 ４市町村 ４団体
平成３０年度 ２市町村 ３団体
令和 元年度 ３市町村 ３団体
令和 ２年度 ３市町村 ３団体

県 主 管 課 名 総務部 市町村課 電話番号 ２６－７１１６
（行政担当） 内線：２１６４
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【 地域振興 】

市町村間行政サービス連携支援事業

（事業開始年度：平成３０年度） － 県 －

事業の目的 ・ 人口減少社会の中、市町村における行政サービスの安定的かつ効果的な提供
概 要 を将来にわたって維持するため、「事務の共同処理による行政経営効率化」に

係る市町村間連携を促進する。

事業実施主体 （１）２以上の市町村で連携を行う事務局の市町村
（２）２以上の市町村で連携を行う各市町村（前号に規定する事務局の市町村

が補助金の交付対象となる場合を除きます。）
（３）２以上の市町村を含んで構成される協議会等で知事が認めるもの

（広域連合、一部事務組合、協議会等を想定しております。）

対 象 事 業 等 複数の市町村等により、事務の共同処理の市町村間連携による持続可能な行
政サービスの提供に向けた調査又は研究等を行う事業。
（関係市町村等による協議会の設置運営、先進地調査、専門家派遣など）

想定される広域連携：上下水道、税務、監査、電算システム、福祉保健、衛
生、病院、土木、教育、公営住宅など

補 助 率 等 補 助 率：補助対象経費の１／２以内（連携市町村のうち、中山間地域
を含む市町村がある場合は２／３以内）

補 助 上 限 額：１事業当たり50万円以内

補助対象経費：報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料
その他知事が必要と認める経費

県 主 管 課 名 総務部 市町村課 電話番号 ２６－７１１６
（行政担当） 内線：２１６１
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